




































































































































第 2 期絶対主義的天皇制国家の確立過程〈第 1 次大戦~1920年代〉





戦後反動恐慌をはじめとして， 1923(1'12)年震災恐慌， 1927( S 2)年金融恐慌
と不況・恐慌を繰返し，農村恐慌を深刻化させた。こうして大戦中の米騒動を
はじめ政党政治の進展，普選運動の展開と大正デモクラシーが高揚し， 1921 































止，満州侵略から1933(S 8)年国連脱退と協調外交路線を転換し， 1937( S 12) 
年には日中戦争へと突入した。これに対応して，国内的にも1932(S 7)年5・
15事件と斉藤内閣の成立・政党政治の終了， 1936 (S 11)年2・26事件， 1937 
(S 12)年には林軍財抱合内閣，さらにつづいて近衛内閣の成立から1938(S 13~ 





































































































































るが，その過程において，農民闘争は総件数313件中， 1868 (M 1)年86件(27


































































































































































































〈岩倉他4名)，参議(大久保，木戸，副島，前原，広沢， 佐々 木， 斉藤，大
隈の 8名〉を創設した。この太政官の下に，民部，大蔵，兵部，刑部，宮内，



































































































































































軍務局→陸軍省)，同敷根火薬製造所〈兵部省軍務局→海軍省)， 1870(M 3) 
年幕営長崎製鉄所備付機械(兵部省造兵司→陸軍省)，和歌山藩弾薬製造所










台工事定成，鋸鈎工場， 1869CM 2)年錬鉄工場，製権工場， 1870CM 3)年
鋳造工場を各々設置， 1871CM 4)年第一船渠完成して，合計，機械116，汽
力180馬力，職工も増大した。火薬製造は，薩摩藩所有の製造所を吸収した程



























~-~~~I品開)|抑制醐|合叶塁間B: B A 
工期1868(M1)年末 2403.7 。 。2403.7 
E期1869(M2)年末 4800.0 290.1 。5090.1 2.0 0.1% 
E期1870(M3)年末 4800.0 750.0 。5550.0 4.0 0.3 
町期1871(M4)年末 4800.0 750.0 477.2 6027.2 19.1 21. 5 
後藤新一『日本の金融統計J32P 15・16表より作成。



































































4月「政体書」発令と対応して租税・戸籍の報告令から開始され， 1869(M 2) 
年6月版籍奉還と大隈の大蔵省大輔就任後に促進されて， 1869(M 2)年12月藩


































































































































(17) 梅渓昇『お雇い外国人J2 1O~212P第 1 表および第 2 表 a 参照。
(岡本論 (4)財政・金融政策，参照。
(1功井上前掲書22~23P 。
側向上24~25P 。。1) i満州問題に関する協議会J(外務省前掲書 260~69P) 。
ω(お) 下村前論文257~8 P ・ 260P。外務省前掲書45~47P 0 
ω 『法令全書』第 1 巻 6~7 P(慶応3年〉
(羽 内閣記録局編『明治職官沿革表・合法 lJ 1~2P 。
(26) 梅渓昇「明治初期主要官職補任一覧J(京大文学部国史研究室編『日本近代史辞典・
付録4J 673P)。以下「一覧」と略す。
的 内閣記録局前掲書 2~3 P。梅渓「一覧J674P。
(お~ ~法令全書』第 1 巻64P(明治1年〉。
























(50) 大石嘉一郎「殖産興業と自由民権の経済思想、Jcr近代日本経済思想史Ij 31~37 
P)o 
(51) 新保博『日本近代信用制度成立史論j7 ~10P 。





制後藤新一『日本の金融統計j32P 17表。 r集成jll巻の 1，181 P以下。
側 岡田俊平『幕末維新の貨幣政策j37~38P および59P 。
(59)(61) r集成j2 巻58~59P 。
側新保前掲書20~22P および31~32Po
(61) r集成j2 巻58~59P 。
側 マルクス「道徳的批判と批判的道徳Jcrマルクス・エンゲルス全集j4巻363P)。
(未完〉
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